
申請における注意点！ 

★以下に、申請時に間違えやすい点をピックアップしております。

定期申請を行う際の参考にしてください。 

 

＜提出書類等関係＞ 

①  原本の提出が必要な書類 

履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本）、消費税及び地方消費

税納税証明書、法人事業税※１・個人事業税納税証明書、身分証

明書、横浜保護観察所発行の証明書、神奈川県消防団協力事業

所表示制度認定証明書は、必ず原本を送付してください！ 

コピーでは受け付けできません。 

※１ 神奈川県知事建設業許可業者は、建設業法第 11 条第２項に基づく営業年度終了報告の届

出書（決算変更届出書）を提出済の場合に限り、工事のみ申請の場合は納税証明書を原本に

代えて写しで提出することが可能です。ただし、変更届出後に新たに納期限が到来している

場合は最新の納税証明書を取得し、提出する必要があります。 

なお、工事以外の業種を併せて申請する場合は原本の提出が必要です。 

 

②  税納税証明書の注意事項 

法人事業税・個人事業税の納税証明書は、各都道府県の機関であ

る「都税事務所」「県税事務所」「府税事務所」などで発行され

ます！国の機関である「税務署」では発行されません。 

法人税の納税証明書は不要です！ 



③  官公署へ届け出た書類の提出 

建設業許可に係る変更届出書など、官公署へ届出た書類は、収受

印（受付印）があるものを提出してください。JCIP による電子申

請・届出の場合は、官公署で受付が完了した書類（申請番号等が

左肩に印字されたもの）を提出してください。 

なお、開設届及び確定申告書については、官公署の収受印（受付

印）や受信通知の提出は不要ですが、官公署に提出した書類の写

しを提出してください。 

 

④  許認可情報に関する提出書類 

一般委託・物品を申請し許認可情報を入力した場合は、許可証・

届出書などの根拠書類を全て提出してください。 

 

⑤  記載内容に関する注意事項 

同意書や委任状など提出書類の記載内容は、システムに入力した

申請内容と一致させてください。また、受任者の委任状を提出す

る場合は、委任する業種区分に「レ」印を必ず記載してくださ

い。 

 



⑥  役員等名簿 

役員等名簿の提出は、エクセルファイルで作成していただいた名

簿を、インターネット上でシステムにアップロードするもので

す。印刷して提出する必要はありません！ 

「かながわ電子入札共同システム」ＨＰの「令和９・10 年度定期

申請」→「定期申請の手引き・様式・マニュアル」→２－１役員

等名簿 「【全員必須】e-kanagawa 電子申請」（バナー）から手

続き(申請)してください。 

 

⑦  工事申請者への注意事項（資本関係又は人的関係） 

工事申請者の方は、令和３・４年度定期申請から、資本関係又

は人的関係情報の提出が必須となりました。提出書類に記載す

る資本関係又は人的関係がある者は、申請業種区分が「工事」

で、かつ神奈川県競争入札参加資格認定申請者のみとしてくだ

さい。資本関係又は人的関係情報の提出は、エクセルファイル

で作成していただいた情報を、インターネット上でシステムに

アップロードするものです！印刷して提出する必要はありませ

ん！また、県指定の様式に入力していただく必要があります！

「かながわ電子入札共同システム」ＨＰの「令和９・10 年度定



期申請」→「定期申請の手引き・様式・マニュアル」→２－２

資本関係又は人的関係情報「【工事申請者のみ】e-kanagawa 電

子申請」（バナー）から手続き(申請)してください。 

 

＜入力関係＞ 

①  法人番号の入力 

法人の皆さんは、必ず法人番号を入力してください！法人番号

は、国税庁から郵送された法人番号指定通知書に記載されてい

る 13 桁の数字です。なお、個人事業主の方は絶対に個人のマイ

ナンバーを入力しないでください！個人事業主の方は、法人番

号の入力は不要です！ 

 

②  組織称号のフリガナ 

組織称号のフリガナは不要です。例えば、「（株）県庁商事」

であれば、フリガナは「ケンチョウショウジ」のみの入力とな

ります。「カブシキガイシャ」は入力不要です！ 

 

③  住所の入力方法 

住所の番地などは数字で入力してください。例えば、「横浜市



中区○○町一丁目一番地一号○○ビル５階」では無く、「横浜

市中区○○町１－１－１ ○○ビル５階」と入力してくださ

い。なお、数字は全角の算用数字で入力し、区切りには「－

（全角マイナス）」を使用してください。 

 

④  申請者のメールアドレス 

申請者メールアドレスは必ず入力してください。認定通知やお

知らせのメールが届かないことがあります。 

 

⑤  申請担当者情報の入力 

 「申請担当者部署名／代理申請者の商号又は名称」欄には、社内

の担当者の場合は所属する部署名を、部署名がない場合は「な

し」を入力してください。代理申請を行う行政書士又は行政書士

法人の場合は、事務所名又は法人名を入力してください。 

また、役職名欄には、社内の担当者の役職を入力し、役職がない

場合は「事務担当」と入力してください。行政書士の場合は「行

政書士」、行政書士法人の場合は「代表社員」と入力してくださ

い。 

 



⑥  申請業種情報の入力 

 営業種目の「328 都市計画及び地方計画」は、国土交通省の建設

コンサルタント登録又は技術士法に基づく技術士登録がある場合

のみ選択可能です。登録のない事業者の方は「一般委託」の営業

種目から該当する項目を選択してください。 

 選択誤りにご注意ください！ 

 

⑦  受任者情報の入力 

所在地情報の入力は、③住所の入力方法と同様に入力してくだ

さい。受任者の営業所・事業部署名や役職名は、提出する委任

状（紙）に記載された内容と一致させてください。 

 

⑧  入力対象外の項目 

 申請業種区分が工事のみの場合、「従業員内訳情報」「資

本・資産情報」「売上実績情報」は入力しないでください。 

また、「許認可情報」は工事及びコンサルの営業種目は入力

しないでください。 

 

 



⑨  売上実績情報の入力 

消費税込みで損益計算書を作られている方は、売上実績情報欄

に必ず税抜きの金額を入力してください。 

税抜き金額の算出式：税込みの売上高（円）×100/110（千円未満

切り捨て） 

   

＜その他＞ 

・認定番号ごとの申請日の指定 

資格申請システムへのアクセスが集中することにより、つな

がりにくくなることを避けるため、できるだけ、下記の認定番

号ごとに指定された期間内に申請データの送信作業を行ってく

ださい。 

    資格申請システムへのログインには、本ＩＤ（認定番号）又

は仮ＩＤ（新規申請の方）、さらにどちらの場合もパスワード

が必要となります。 

   本ＩＤと初期パスワードは、初めて本システムから競争入札

参加資格認定申請を行い、資格を認定された際の「競争入札参

加資格認定通知書」に記載してあります。手続開始前に必ず確

認してください。 



申請期間の一覧表 

１０月 １日～１０月 ７日     １００００１～１０５０００ 

１０月 ８日～１０月１４日  １０５００１～１１１０００ 

１０月１５日～１０月２１日   １１１００１～１１６０００ 

１０月２２日～１０月２８日   １１６００１～１２２５００ 

１０月２９日～１１月 ５日     １２２５０１～１２９０００ 

１１月 ６日～１１月１２日 １２９００１以降の方 

※ 表に示す申請期間中に作業を行えない場合は、申請期限までの

ご都合のよい時に作業を行ってください。 

※ 申請期限の間際になると、資格申請システムへのアクセスが集

中することにより、つながりにくくなることがあるので、ご協

力をお願いします。 


